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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Abstmct
　Micro－earthquake　obse耐ations　have　been　pe正formed　by　the　Nationa1Resea正ch　Centeエfor　Disaster

P正evention（NRCDP）since　December，1974a正ound　the1owerエeaches　of　the　Tamagawa　river．

　Pエe1iminary　andysis　of　the　micro－earthquake　observations　during　the　period　between　March，1975

and　September，1976has　revealed　that：（A）m　significant　change　of　the　dai1y　number　ofearthquakes

and　the　frequency　distribution　of　S－P　times　was　observed；（B）seismicity　of　micエo｛arthquakes　in　a

sha11ow　zone　to　a　depth　of20km　in　the　vicinity　of　the　lower　reaches　of　the　Tamagawa　dve正was　very

1ow，which　was　simi1町to　that　founded　by　the　Earthquake　Research　Institute　during　the　period　f正om

1971through1972；and（C）neitheエsignificant　change　of　the　seismic　wave　ve1ocity　mtio（Vp／Vs）nor

the　P－tエave1time　anoma1y（0－C）of　natum1earthquakes　exceeding　the　scattering　of　the　data　was

detected．Thus，no　such　alloma1ous　phenomena　that　are　thought　precursory　to　an　ea正thquake　we爬

detected　from　the　present　micro－earthquake　observation　during　this　period．

1．序

　1974年末に，多摩川下流域に括いて顕著な地盤隆起が生じっっある事が水準測iの結果
　　　　　　　1）
明らかになった．この地盤隆起が直下型地震の発生と関係がある現象であるか否かの判断が急
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1〕～23），　26）～30）
がれ，関係各機関にょって各種の調査・観測が進められてきた．その間，地盤隆起地域て著し
　　　　　　　　　　8）1O〕　　　　　　　　　　　　　　　　18）い地下水位の上昇が起き’ている事，・また，隆起が依然として続いている事等が明らかになって

きた・当国立防災科学技術センターは，地盤隆起地域に臨時徴小地震観狽1庶を展開し，微小地
　　　　　　　　7〕　13〕　17〕
震観測を続けてきた’（菱1，図1）．1975年春までのそれらの研究のいきさつ及ぴ経過に
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　　　　　　26〕
っいては，前報に詳しく述べた．この多摩」l1下流域に拾ける観測の目的は，顕著な地盤隆起域

と地震の関連を徴小地震観測の面から明らかにすることである．そして，この地盤隆起がもし

地震発生に結びつくものであるならぱ，その前兆としての微小地震の異常な活動や，大きな地

震の前兆現象としての地震波速度比（Vp／ys）変化・P波走時残差（0－C）変化等を隆起

域中心附近における地震観測からすみやかに知るよう努める必要がある．次節では，新設され

た川崎徴小地震観測施設について触れ，第3節では1975年春以降の国立防災科学技術セン

ターにおける地震観測について述ぺる．第4節に拾いては，関係各機関による調査・観測につ

いて述べる．

表1　　観　　測　　状　　況

観測点／コード 位置，海抜（閉） 観測期間 機　　器 1OHzでの
総合倍　・

備　　考

川崎市役所 3503139αN， 74・12・16～ 1二下動1Hz 4，000 地下室の床

KWC 13904ク200〃E，2 ’75・2・22 イソク書ドラム の上
川崎市生田 350305．8”N， ’74・12・28～ 上下動1Hz 70，000 地下66閉の

I　KU 139033’28．1・E，17
’75・3・30 水平動1Hz

テープ
横浜市三ヅ沢 35026272・N， ’75・2・13～上下動4Hz 10，000

M　T　Z 39036’弘0”E20 ’・4・ ソク童一．ラム

川崎市 35031’345州， ’75・2・26～上下動1Hz 5，500し下）

トソネルの床蓬熟卜鉦

東芝柳町工場 139041’3①8・E－8 ’75・10・31 水平動45Hz 4，500泳荊 深さ80刎の
T　S　H イソク童ドラム の

川崎市 3503618－2・N， 175・3・31～ 上下動1Hz 80，000（上刊
緑ケ丘霊園 13903ゴ51．O・E，20 175・11二30 水平動1Hz 94，000（水哨
M　I　D テープ

川崎市 35033’02．3・N， （トフム式）

（鱗蟹

75・10・1～ 上下動1Hz
平間浄水場 139o〃45．2個， 水平動37Hz 20，000（上下） 第三紀層
H　F　M 一536 イソク書ドラム 48，000依平） （土丹）

ベソレコーダー （ベソレコーダ→ 地下540
32，000し下） 刎の観測井
77，000（水荊

1975．6　－1970．2

〆！
1Ku■　MlD．ノ

20＾

MTZ

鷹舶1
　　　　　KWC

キ

O　　　　　　lO　km　　　　㌻
」＿＿＿＿＿』＿＿＿＿＿」　　　　　　1．“乱

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11）
図1　多摩川下流域における徴小地震観測網と最近5年間の地盤隆起量

　　　●：徴小地震観測点（国立防災科学技術セソター，表1参照）

（単位：㎜）
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多摩川下流域の地盤隆起と微小地震観測（その2）一佐藤ほか

2・川崎微小地寝観測施設

　1974年12月から展開してきた臨時観測点は，市街地に位置するためにノイズに悩・まさ

れる事が多く，この地域での観測をより確実なものにするために，さらに高感度の徴小地震観

測が要求された．このため，当センターでは特に隆起の中心付近の川崎市幸区下平間4番地平

問浄水場内に，地上のノイズをできるだけ避けるように深さ561刎の微小地震観測井（以下，

平問にあるのでH　R　Mと略す）を設置した．この川崎微小地震観測井については，構造とテレ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　30〕
メーター・システムを含む観測状況及び深度別ノイズについて詳細にわたる報告が山水らによ

ってなされているので，ここでは概況のみにとどめておく．

　観測井内の海抜一536榊の所に上下動（1Hz）・水平動（3．7Hz）の短周期速度型地

震計が設置されている．観測計器の主要部は，層位地質的には第三紀上総層群中にある．孔底

でのノイズは常時100～200μkinθで，地上と比較して1／10～1／20に減少して拾り，観
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測井作成の効果はあがっている．この観測井でば，当センターの多摩川下流域の他の観測点と

比較して少なくとも4～5倍の数の地震が観測されて抽り，良質のデータを提供している．地

震計の出力は，地上で増幅された後，テレメータで東京銀座の当センター1日庁舎へF　M搬送さ

れ，1975年10月1日から常時観測がなされてきた．な拾受信部は1977年3月から当

センター筑波施設へ移設され，継続して観測が行われている．

　送られてきたデータは，ドラム式記録計（2㎜／sec）によって記録（1977年2月言

で）され，また一方ではデジタル・ディレイを用いたトリガー方式のペンレコーダー（5㎜／

se　c）によって記録されている．1977年4月以降は磁気テーブによる記録も併用されてい

る．
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多圃11下流域の地盤隆起と微小地震観測（その2）一佐藤ほか

3．多摩川下流域における微小地腰活動

　臨時微小地震観測点は，表1・図1に示すように，地盤隆起の中心近傍に設置されている．

H　RMは，他の観測点に比較して地下深く，ノイズが少なく，高感度の記録カ採れている．

1976年4月以降はH　R　M1か所のみ観測を継続している．以下に，微小地震観測の結果に

ついて述ぺる．

（i）TSH（1975年3月→1975年10月）拾よびHRM（1975年10月→19
76年9月）に拾いて観測された地震の日別頻度分布を図2に，S－P時間分布を図3に示す．

T　S　Hは，東芝柳町工場の観損1庶の略称である．ただしS－P時間が30秒以上のものは除い

てある．観測点近傍における地震活動としては，1976年6月8日に東京湾でマグニチュー

ド2～4ぐらいの微小地震が群発したことがあげられる．この地震の震源は約40～50K刎

の深部であり，多摩」11下流域の隆起と関連して注意しなけれぱならない地殻上部の地殻活動と

の関係は薄いと考えてよい．その後6月16日に山梨県東部にマグニチュード5．5の地震が発

生し，さらにいくつかの余震が起きたが，この地震の震源も隆起の広がりに比較して十分遠方

でありこの地震と隆起との関係は考えにくい．これら二つの地震を除くと，日別頻度分布とS

－P時問分布からは顕著な変化は見出されない．

（ii）　多摩川下流域近傍の地震について震源を決定した．　これらを図4・表2に示す．これ

は，1974年12月から1976年9月までに観測された地震のうち，35015’N～3504ぎN

　・　　，13920E 140E

　　3545N
◎O

　　　OO
　○

　　　　　錆。

　　　　O
　　○

穐O

◎
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35，151N

EP　ICENTERS　AROUND　KAWASAKI　C工TY

197412　　　　1976．9

図4　多摩川下流域近傍の震央分布（1974年12月～

　　　1976年9月）
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表2

国．ケ防災科’〃走術センター研究速報 葬；26÷｝　1977旬三8H

多摩」11下流域近傍の震源（1975年3月～1976年2月間は石田による．
1976年3月～9月問は津村による．）

年月　日 時分 Lat． Long・ Depth，Km
75　3　23 17　58 35524oN 139，595oE 30
〃　　〃　　〃 18　2 35．540 139．600 30
〃　　〃　　　〃 18　4 35．531 139．592 30
”　〃　25 16　22 35．608 139．814 10
”　　7　11 1239 35．574 139．601 21
”　　8　25 2240 35．582 139．631 24
”　11　12 15　15 35．411 139．833 33
”　1224 2024 35．574 139．498 19
”　”　28 2143 35．614 139．537 20
〃　〃　29 4　10 35．549 139．520 20

76　2　8 12　14 35．609 139．429 21

〃　　3　1 1857 35．559 139．985 91
”　〃　　7 8　49 35．703 139．570 51
”　”　17 17　13 35．620 139．393 49
”　　5　7 3　52 35658 139．965 86
”　”　13 20　0 35．702 139．625 37
〃　”　23 537 35．537 139．621 44
〃　　6　8 1　29 35．593 139．861 47
〃　　”　　〃 1　36 35．597 139．859 49
”　　〃　　〃 1　41 35．590 139．860 53
〃　　〃　　〃 1　42 35．596 139．853 49
〃　　〃　　　〃 1　42 35．589 139．869 48
〃　　〃　　〃 1　44 35．634 139．876 44
〃　　〃　　〃 2　0 35．604 139．843 50
〃　　〃　　〃 2　3 35．601 139．895 48
〃　　〃　　〃 3　8 35．597 139．860 49
〃　　〃　　〃 3　13 35．569 139．851 52
〃　　〃　　〃 4　42 35．595 139．850 44
〃　　〃　　” 17　7 35．542 139．596 68
〃　〃　10 1224 35．591 139．847 37
〃　〃　19 6　16 35．644 139．499 32
〃　”　28 2156 35．574 139．986 71
〃　〃　30 23　3 35．347 139．555 147
〃　　7　17 2325 35．562 139．634 5

”　　8　4 6　4 35．509 139．596 45
”　〃　16 1328 35．527 139．660 40
〃　〃　21 17　11 35．603 139．465 42
〃　　9　9 244 35．334 139．894 54
”　”　14 13　38 35．289 139．983 44
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多摩川ド流域の地盤隆起と微小地震観測（その2〕一佐藤ほか

およぴ1390201E～140oEの範囲内に震源があるものである．大きさは，皆，マグニチュ

ド2～4ぐらいと見積もられている．表2に示されたように，観測された地震のほとんどが地

下20㎞以深であり，それより浅い地震の発生は確認されていない．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　311（ii）地震発生直前にその震央近傍で地震波速度が変化する例がいくつか報告されているが，

隆起域の中心付近に存在するT　S　H及びH　R　Mに拾ける観測データを基に，地震波速度比（Vp／

Ys）変化とP波走時残差（O－C）変化を調べた．1975年3月～1975年10月の期

問についてはT　S　Hのデータを，1975年11月～1976年9月の期間についてはHR　M

のデータを用いた・調べた地震の震央を図5（T　S　H）及び図6（HR　M）に示す．この計算

に用いた震源データ（震央・深さ・震源時等）ば，地震研究所の観測網及び岩槻のデータを用

いて津村によって計算されたもの（私信）であり，T　S　H及びH　R　Mに拾けるデータはその震

源決定の計算には用いていないことを注意しておく・T　S　Hの読み取り値から計算したVp／

Vs比と0－C時間を図7に示し，H　R　Mの読み取り値から計算した▽p／Vs比とO－C時問

を図8に示す・ただし・S波の読みの不確かさに起因すると思われるVp／V　s比2・O以上1・4

以下のものや，O－C時間が平均値から2秒以上ずれて震源決定の精度に問題があると考えら

れるものは除いてある．しかし，このようなぱらつきが，ある期問に集中するような事は無か

った事を注意して倉く・

　Vp／Vs比は，P波及びS波各々の走時に対して地震伝播経路全体の平均的な寄与を表わす

ため，小さな領域に集中した異常な速度変化は現われにくい．また，P波と比較して精度の悪

いS波の発震時を使用しているため，ぱらつきが大きい．一方，P波走時残差（O－C時間）

は精度も良く，たとえ一部領域の異常といえどもそのま1まあらわれるが，この場合震源時の精

度が直接0－C時間のぱらっきになってあらわれる．たとえぱ，S－P時間が10秒の地震に

ついて，異常領域（半径10K　m）でV　pが20％滅少したとするとO－C時間はO．36秒増

加・Vp／Vs比はO・04の減少を示す・0－C時間の標準偏差はO・93秒（T　S　H）及び約0．

8秒（H　R　M）であるが，母集団が正規分布をしているとすれぱ，0．36秒以上の値をとる確

率は平常時では31～34％である．　上述のような異常が起きたとするとその確率は50％

となる・Vp／Vs比についても同様の考察が可能である・そして，母集団の標準偏差が大きく

ても，それから抽出したπ個の標本平均の分布の標準偏差は母集団の標準偏差の1／＾　と小

さくなることに注意するならぱ，数十個ごとの平均値の変化を追跡していく事も意味がある．

　▽p／Vs比については，T　S　H及びH　R　M両観測点共に平均して1．7前後の値を示している．

ぱらっきが大きいため断定的な事は言えないが，時期による有意な変化は指摘できない．図7

と図8には，TSHについては1か月毎のHRMについては3か月毎の平均値と標準偏差を示

してある・O－C時間についても，ぱらつきが大きいが時期的な変動は指摘できない．図7と

図8には，T　S　Hについては全期間の，H　R　Mについては3か月毎の平均値と標準偏差を示し

てある・O－C時間の平均値がすぺて正値（T　S　Hで約O．5秒，H　R　MではO．1～O．3秒）と

なるのは，震源決定に用いたモデルの速度構造が地表からただちに5．5Km／s　ec層としてい

るためである．最近の重力調査や関東平野部の人工爆破実験による構造調査では，川崎の地表
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近くの構造は上記の5．5Km／sθc層とは明らかに異なり厚い低速度の堆積層の存在を示して

拾り，P波の鉛直入射に対して地表で約0．5秒遅い構造が予想される．したがって，T　S　Hで

のO．5秒の遅れとH　R　MでのO．1～0．3秒の遅れは低速度の第三紀・第四紀層を考慮に入れて

いないためにあらわれたもので，多摩川下流域下の速度異常ではないと考えられる．なお，1

976年5月～7月の0－C時間の平均値が0．04秒と小さいのは，東京湾の地震のO－C時

間が一まと言って負の値をとっているためである。

4．関係各侵関による調査・研究の概要

　この間，関係各機関に拾いても各種にわたる調査・研究が行われてきた．詳細にわたる報告
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　’一23）．　26〕～30j
は個々の調査・研究についてそれぞれなされているので，ここではどのような調査・研究が行

われ，どのような結論が得られたか，主なものを以下に列挙して示すことにする．

（i）地殻活動

1．垂直変動：多摩川下流域における地盤隆起は1976年に入っても依然として続いている
　　　1）5〕ll〕18）

（国土地理院）．

2．水平変動：多摩川下流域に拾ける地殻歪はその歪の量・主軸方向ともに南関東の広域的な

傾向とよく一致して拾り，この付近に特に大きな地殻歪の蓄積があるとは言えない．また，1

975年及ぴ1976年と2度にわたる辺長測量では，誤差以上の変動は検出されていない
　　　　5j18〕
（国土地理院）．

3．重力変化：多摩川下流域では，誤差の範囲内ではあるものの重力は減少の傾向を示してい
　　　　9〕　14〕20）
る（地震研究所）．

（1i）地震

1．地震活動：（イ）多摩川下流域において，地震の発生は地殻浅部にはほとんどなかった．

近傍では，1976年6月8日に東京湾（深さ40～50Km）にマグニチュード2～4の徴
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7）　13）　17j　26〕
小地震が群発したが，地盤隆起の広がりと比べて深く，隆起との相関ば小さい（防災セノター，
　　　　　21）
地震研究所）．（口）多摩川下流域に紅いて，1961年～1975年の間地震の発生数及び
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4）12）
放出エネルギーは共に定常的である（気象庁）．

2・vp■vs比変化・o－c時間変化：隆起中心付近の観測による近地自然地震を用いたvp／

yS比は通常の値を示し，ぱらつきは大きいが時期による有意な変化は指摘できない・lP波の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13）　17）　26〕
O－C時間についても時期による有意在変化は指摘できない（防災センター）．

3．爆破実験：1975年に扇島で2度にわたって人工爆破が行われたが，人工地震波の記録
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　19）
の比較からは，伝播速度の変化によると思われる走時の変化は無かった（地質調査所）．

（iii）地下水

1一地下水位観測1地盤隆起の中心付近で地下水位が急激に上昇した。1975年に入って上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10）15〕28〕　　8〕16〕29〕
昇は鈍化した．この地下水位上昇が地盤隆起に密接に関与している（東大理学部，地質調査所）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8j　16〕　29）
2．地下水位上昇の原因：（イ）地下水揚水量の低下による（地質調査所）．（口）地下水揚
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10）15）27）28）
水量の低下にょるものだけでなく，地下深部からの湧水の可能性も大きい（東大理学部）．

3・ラドン濃度：地盤隆起の中心域に存在する井戸から採水した地下水中のラドン濃度は，1

975年2月～1976年2月間で普通の地下水と同程度で，時期による有意な変化は見られ
伽～量邊鍋チ1）

　これらの成果に基づき，1976年5月地震予知連絡会は，多摩川下流域の異常隆起と地震

発生の可能性について，今後も諸種の観測継続の必要性を強調しながらも，否定的な見解を発

表した（予知連絡会の統一見解参照）．

5．あとがき

　すでに述べたように水準損1屋による地盤隆起の報告が，多摩川下流域に呑ける一連の地球科

学的調査・研究の発端となった．一番重点が拾かれたのは，この地盤隆起が地震発生の前兆と

しての地殻変動でぱないだろうかという疑いであった．各々の調査・研究は常にこの点を念頭

に拾いて進められた．一連の調査・研究をこの地域で進めるに当って，我々が直面した種々の

問題点は，今後他の地域でも行われるであろう地震予知研究が直面する普遍的な問題であると

考えられるものが多い．日本の都市の多くは，平野部特に沖積平野に発達し，第四紀の軟弱な

地盤の上に存在している．そして都市の宿命として生活用水や工業用水として多量の水を必要

とするため，大規模な地下水の汲み上げがここ数十年にわたって続けられてきた．地下水の汲

み上げは大きな地盤沈下をひき起こしているため，近年各地で汲み上げの規制が行われ始めた．

各種の観測記録のうち，最も長期にわたる記録が存在する水準・三角測量においても，都市域

では軟弱な地盤という自然環境の悪さに加えて，この種の大きな人工的地盤変動が，自然の地

殻活動としての地盤変動の検出を困難にしている．また，近年特に道路の改造や高層建築物の

乱立がはげしく・これらの測量を困難にし不可能にする所も多い．地下水の挙動も地震予知の

観点から注目されているが。こと地下水位に関しては，都市部では人工的影響が大きく，純粋

に地殻変動によるものを検出する事はむずかしい．しかし，地下水の化学組成・ラドン濃度等

の観測については希望が持てる．地震観測の面から考えると，工業化や交通の発達によるノイ

ズの著しい増加により都市内で徴小地震観測を行うのは非常にむずかしくなっている．現に多

劇I1下流域に拾いて，鉄道や幹線道路及び工場等から少なくとも1Km以上離れた閑静な場所

を探すのは，著しく困難であった．ただ一つ地上のノイズをのがれる方法として選ぱれた道は，

地下に地震観測用の井戸を掘る事であった．

　いずれの場合にも・都市域における地球科学的観測の問題点は，人工的にかく乱が大きく計

器の開発では補いきれないという点にある．さらに問題なのは，集中観測が必要とされた時の

機動性は各機関によって示されたが，いかなる結論を出すにも臨時観測の期問というものが地

殻活動のタイム・スケールに比較して短かすぎるという事である．

　多摩川下流域における一連の研究・調査を振り返ると，地方自治体によって調べられていた
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過去のきめ細かい観測データ，資料等が重要な役割りをはたしてきた事がわかる・川崎市では
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　24）25）
震災予防に関して地質調査・ボーリングによる各種の検層・ノイズ測定等が行われてなり，そ

れらが役に立った．さらに，地下水汲み上げによる地盤沈下に関係して調査し続けた地下水位

の連続観測・地下水の化学組成分析とトリチウム濃度測定・第三紀層への鉄管打ち込みによる

抜け上がりの測定等が，直接には目的としていなかった地殻変動の解析のための基礎的資料と

して非常に重要な意味を持った．

　このように都市域においては，地盤沈下（隆起）・揚水量・地下水位に関する確かなデータ

を基に，地震に関係する地殻変動か又は地下水に関係した地表近傍だけの変動かを区別するた

めの調査・研究が重要である事がわかる．また，至る所で平常時に各種観測を継続的に行い，

各種パラメーターの平常時の値や変動の傾向等を知っている事が，異常を検出するために何よ

りも重要である．

注：　川崎に拾ける地盤隆起は1977年現在な拾継続している．川崎微小地震観測施設

（H　RM）における徴小地震観測は，他の首都圏の微小観測網と共に今後も継続される．
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地8予知迎絡会の統■見解

50年8月7日
◎多摩川下流域の隆起に関する統一見解（記考団に発表）

「多摩川下流域の地盤隆起現象については，引続き各種の調査観測を実施中であるが，現在重

でに判明した結果は，次のとおりである．

　1．本年6月に実施した水準測量の結果では，同地域の地盤は依然として隆起を続けている．

　2．7月に実施した水平歪の測定では，ここ数か月間に有意な歪の変化は認められない．

　3．多摩川下流域に拾いては，特に異常な地震活動は認められない．

　4．現在までの地震波速度観測（Vp／Vs）には，有意な変化は認められない．

　5・地下水位の49年から50年にかけての急激な上昇は，やや，ゆるやかになっている．

　6．ラドン濃度については，特に変化はないが，古い地下水が供給されている地域が依然と

　　して存在している．

　以上の調査結果を総合すると，地震の発生と直接結びつくと考えられるあらたな現象は観測

されていない．しかし，地盤隆起が依然として継続して拾り，その原因等について解明出来な

い点もあるので，今後とも各種の調査観測を実施する必要があると考える．」

51年5月25日
◎多摩川下流域の異常隆起に関する調査結果について

　　昭和49年末，地震予知連絡会は多摩川下流域の地盤が異常隆起していることを報告した．

　従来，地震前に地盤の異常隆起が観測された例もあり，この隆起が地震に結びつく現象であ

　るとすれぱ，何等かの異常が現れると思われる諸項目について関係諸機関によって観測調査

　が行れた．

　　現在．までの観測結果によると，1．地震活動，2一地震波速度，＆地下水のラドン含有量，4．

　地殻水平歪等について，いずれも異常が観測されていない．地震予知に関する我々の知見か

　ら判断すると，多摩」l1下流域の隆起が地震の発生に結びつく公算はかなりうすいと言える．

　　しかし，地盤隆起そのものは依然として継続して歩り，その原因は地下水の状態に関連が

　あると推定されるが，確かなことは不明である．日本の大都市はほとんどが平野部に位置し

　ているので，この種の地盤異常隆起の原因を究明することは，日本の地震予知の推進に極め

　て大切であり，今後とも諸種の観測は継続する必要がある．

　昭和51年5月25日
地震予知研究推進連絡会議議長　久良知　章悟　殿 地震予知連絡会会長

　　　　萩　原　尊礼
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